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基 地 対 策 に 関 す る 要 望 

 

 

日米地位協定に基づき提供されている「施設及び区域」（米軍基地

（水域を含む）。以下「基地」という。）を抱える地方公共団体は、基

地の存在及びその運用に伴う諸問題によって地域の生活環境の整備・保

全や産業振興等に様々な障害を受けており、その対策に日夜腐心してい

るところであります。 

近年相次ぐオスプレイに関する事故をはじめとする航空機事故、原子

力艦等の艦船の事故や弾薬等による事故への不安、航空機等の騒音によ

る被害の増大、環境汚染、米軍の構成員及び軍属並びにそれらの家族

（以下「米軍構成員等」という。）による事故や犯罪の発生、駐留軍等

労働者の諸問題など、基地に起因する問題も広範多岐にわたります。 

特に、米軍、米軍構成員等による事件・事故を抑止するための取組み

については、日米地位協定の改定を含め、実効性のある抜本的な再発防

止策が確実に講じられることが重要であると考えております。 

また、近年では、新型インフルエンザ等の新興感染症についても、そ

の対策に万全を期すことが必要となっています。 

国におかれましては、基地周辺の生活環境の整備や民生安定のために

種々の施策が講じられているところでありますが、今日の多様化した住

民ニーズに応えた内容とはいえず、基地周辺対策予算や基地交付金など

についても制度の目的に沿った増額措置がなされておりません。 

このことは、本来、国民全体で担うべき基地負担を担い、長年にわた

って生活環境の改善を求めてきた基地周辺住民や地方公共団体の切実な

願いに背くものであり、また、基地対策に関する経費が地元に転嫁され

ることによって各地方公共団体の財政の圧迫をもたらすものとなってお



ります。 

これまで、在日米軍の再編や日米地位協定の運用改善などが図られて

きましたが、基地を抱える地方公共団体は、さらなる基地問題の解消、

とりわけ米軍基地の整理、縮小及び早期返還並びに日米地位協定の抜本

的見直しに大きな期待を寄せております。 

また、平成 30 年７月及び令和２年 11 月には、全国知事会において、

日米地位協定の見直しなどに関する「米軍基地負担に関する提言」が取

りまとめられるなど、基地問題の解消は、全国共通の課題でもありま

す。 

よって、国におかれましては、基地周辺住民、地方公共団体のこうし

た状況を十分に理解され、基地対策に関する別記の施策・制度・予算に

関する諸事項を速やかに実現されるよう強く要望いたします。 
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重  点  要  望 

 

本年度の要望中、早急に措置が必要なもの等、特に回答をお願いしたい

事項を重点要望としてまとめましたので、次の項目に対し、当会会長あて

文書にて御回答くださいますようお願いいたします。 

なお、重点要望には、関連する個別要望項目を付記しておりますので、

これらの要望を踏まえて御回答くださるようお願いいたします。 

また、日米地位協定の改定を求める項目について、別冊に「日米地位協

定改定１９項目の要望内容の詳細・理由等」としてとりまとめております

ので、併せて御回答くださいますようお願いいたします。 

 

 

１ 基地の整理、縮小及び早期返還の促進 【要望先：外務省・防衛省】 

基地の存在は、地域の生活環境の整備・保全や産業振興に障害を与え

るとともに、騒音、事件・事故、環境問題など、様々な問題の原因とな

っている。 

基地の整理、縮小及び早期返還は、地元住民や地方公共団体の長年に

わたる切実な願いであり、在日米軍再編の日米合意や閣議決定にかかわ

らず、引き続き、地元要望を尊重の上、積極的に整理、縮小及び早期返

還を促進すること。 

 

２ 日米地位協定の改定 

近年、日米を取り巻く安全保障体制や我が国の社会経済環境が大きく

変化したにもかかわらず、日米地位協定は、昭和３５年に締結されて以

来、６０年以上もの間、改定されていない。 
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当協議会では、基地を巡る様々な問題を解決するため、国内環境法令

の適用、裁判権の見直し、日米合同委員会の中に基地を有する地方公共

団体の代表者が参加する地域特別委員会を設置することなど日米地位協

定に係る提案を行い、繰り返し改定を求めてきた。こうした中、日米地

位協定を環境面から補足する「環境補足協定」や、軍属の範囲を明確化

する「軍属に関する補足協定」が日米両国政府間で締結されたものの、

依然として、多くの基地問題は、発生する都度、運用改善で対応されて

きた。 

当協議会においても、運用改善で対応できるものは積極的に取組むべ

きと考えるが、米軍基地に起因する環境問題、事件・事故等を抜本的に

解決し、新興感染症への懸念を払拭するためには、日米地位協定の改定

は避けて通れないものと考える。 

そこで、日米地位協定に次の７本の柱に掲げる１９項目を明記するこ

とにより、日米地位協定を改定すること。 

なお、改定にあたっては、早急に見直し作業に着手し、２、３年以内

等できるだけ短い期限を設けて見直しを行うなど、実務的な対応を行う

こと。 

 

①  基地使用の可視化 【要望先：外務省・防衛省】 

基地の使用に関しては、米側の裁量に委ねられている部分が多く、

基地の実情が見えず、周辺住民は大きな不安を抱えている。そのた

め、日米間の合意事項も含め、できる限り基地の実情等が見えるよう

にすること。 
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（第２条関係、施設・区域の提供等） 
◇「個々の施設及び区域（以下「基地」という。）に関する協定については、使用目的、

使用範囲、使用条件等を詳細に記載するとともに、その内容を日本国政府が定期的に審
査すること」 

（第３条関係、施設・区域に関する措置） 

◇「公務遂行のため、日本国政府や地元地方公共団体の人員が基地内への立入りを求めた
場合は、速やかに応ずること。また、その際、公務を遂行する上で、必要かつ適切なあ
らゆる援助を与えること」 

（第 25 条関係、合同委員会） 

◇「日米合同委員会の合意事項は速やかに公表すること」 

②  環境条項の新設 【要望先：外務省・財務省・環境省・防衛省】 

基地内の環境問題は、周辺住民の生命、健康に重大な影響を与える

可能性がある。そのため、日米地位協定に規定のない環境条項を新た

に盛り込むこと。また、環境補足協定については、環境に影響を及ぼ

す可能性がある場合には、通報の有無に関わらず、地元自治体が必要

とする立入調査が行えるよう、改善を図ること。通報の基準について

は、「在日米軍に係る事件・事故発生時における通報手続（外務省仮

訳）」において「危険物、有害物又は放射性物質の誤使用、廃棄、流

出又は漏出の結果として実質的な汚染が生ずる相当な蓋然性」とされ

ているが、環境に影響を及ぼす可能性がある事件・事故等が発生した

場合及び発生した疑いがある場合にまで拡大すること。 

加えて、環境に影響を及ぼす事故が現に発生した場合の地元自治体

への迅速な情報提供、米軍（事故原因者）又は国（基地提供者）によ

る速やかな環境調査の実施、調査結果の早急な公表及び汚染除去等の

実施、並びに地元自治体による迅速かつ円滑な立入調査の実現及び返

還前の早期の立入りの実現、基地内外の環境汚染に関する日米両政府

で共有された情報の迅速な公開など、実効性のある運用を通じて基地

内外の環境対策の強化を着実に図ること。 
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（第３条関係、施設・区域に関する措置） 

◇「生活環境の保全等に係る環境条項を新たに設け、基地内において国内環境法令を適用
するとともに、日米両国政府の責任において基地の特殊性に応じた措置を講ずること」 

（第４条関係、施設の返還） 
◇「基地の返還にあたっては、日米両国政府の責任において環境調査を実施・公表し、環

境の浄化や障害物件の撤去等の適切な措置を講じた上で返還すること」 

③  騒音軽減及び飛行運用の制限等に係る条項の新設 

 【要望先：外務省・国土交通省・防衛省】 

米軍飛行場及び訓練場周辺や飛行ルート及び訓練空域下の住民は、

飛行訓練等により航空機の騒音被害や航空機事故に対する不安等、大

きな負担を強いられている。そのため、騒音軽減や飛行運用の制限等

に関する条項の新設をすること。 

（航空機の騒音軽減措置、飛行運用関係） 
◇「市街地や夜間、休日等の飛行制限、最低安全高度を定める国内法令の適用等、航空機

の騒音軽減措置や飛行運用に関する制限措置を行うこと」 

④  国内法適用の拡充                      

 【要望先：外務省・厚生労働省・国土交通省・環境省・防衛省】 

我が国の法令は、在日米軍の活動には原則として適用されていな

い。公共の安全確保に万全を期すため、米軍の活動に航空法令、環境

法令、保健衛生に関する法令など、周辺住民の生活に大きな影響を与

える可能性の高い分野について、国内法令を適用すること。 

なお、新興感染症への対応については、これまでの経緯を踏まえ、

保健衛生に関する特別協定の締結などにより、国内法令を早急に適用

すること。 

（第５条関係、入港料・着陸料の免除） 
◇「米軍の艦船及び航空機が港湾、空港を使用する場合は、国内法令を適用すること。ま

た、港湾、空港の使用にあたっての考え方を明らかにするとともに緊急時以外の民間空
港の使用を禁止すること」 

（第９条関係、米軍構成員等の地位） 
◇「人、動物及び植物に対する検疫並びに人の保健衛生に関して、国内法令を適用すること」 
（第 16 条関係、日本法令の尊重義務） 
◇「米軍機の飛行について最低安全高度等を定める航空法令、航空機騒音の環境基準を定

める環境法令を適用するなど、米軍の活動に国内法を適用することを明記し、公共の安
全確保に万全を期すこと。」 
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⑤ 基地内の安全管理及び基地の外における活動の制限に関する条項の

新設                              【要望先：外務省・防衛省】 

米軍の活動は、基地周辺住民の生命、健康に重大な影響を与える

可能性がある。そのため、日米地位協定に規定のない基地内の安全

管理に関する責務と日米の相互協力に係る条項を新たに盛り込むこ

と。また、飛行訓練などの演習・訓練については、原則、日米地位

協定第２条に基づき提供される施設・区域及び我が国の領域近傍に

おいて、船舶、航空機等の航行の安全を図る等のために区域を指定

している水域・空域（以下「提供区域等」という。）の域内におい

て実施することとし、やむを得ず提供区域等の域外において実施さ

れる演習・訓練について日本政府との事前協議を義務付ける条項を

新設すること。 

（第 23 条関係、安全確保のための措置） 
◇「基地内における米軍の活動については、安全管理に万全を期すなど、基地周辺住民の

安全・安心の確保に責任をもって実施すること。また、日米の関係機関が、基地内の貯
蔵物等について情報を共有するなど、日米両国が相互に協力して、基地周辺住民の安全
確保に努めること」 

（第 25 条関係、合同委員会） 
◇「飛行訓練などの演習・訓練については、原則、提供区域等の域内において実施するこ

ととし、やむを得ず提供区域等の域外において実施される演習・訓練については、必要
最小限とし、事前に安全措置等について日本政府と協議を行うことを規定すること」 

⑥ 米軍、米軍構成員等による事件・事故の防止と措置の充実 

 【要望先：内閣府・外務省・環境省・防衛省】 

米軍構成員等による事件・事故への適切な対応は基地問題の重要課

題の一つである。米軍構成員等の規律保持や教育・研修などの事件・

事故を防止するための取組みを徹底すること。また、関係する地方公

共団体や住民への情報提供や被害者への補償を適切に行うとともに、

事故時の日本側の権限等を明確にし、事件・事故時の措置を充実する

こと。 
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（第３条関係、施設・区域に関する措置） 
◇「基地に起因又は関連する事故が発生した場合、事故の大小及び施設・区域の内外にか

かわらず速やかに事故等の情報を関係する地方公共団体に提供するとともに、地域住民
にも速やかに適切な情報提供を行い、二次災害防止のための適切な措置を取ること」 

（米軍構成員等による事件・事故の防止に係る条項の新設） 
◇「米国政府は、平素より、米軍構成員等の規律保持や教育・研修などの事件・事故を防

止するための取組みを徹底すること。また、教育研修にあたっては、不断の検証を行う
とともに、地元地方公共団体の意見を反映するなど、実効性の向上に努めること」 

（第 17 条関係、裁判権） 
◇「日本国が第１次裁判権を有する場合、米国は日本側から被疑者の拘禁の移転要請があ

るときには、速やかにこれに応ずること」 
◇「基地の外における米軍財産について、日本国の当局が捜索、差押え又は検証を行う権

利を行使すること」 
◇「基地の外における事故現場等の必要な統制は、日本国の当局の主導の下に行われるこ

と」 
（第 18 条関係、請求権の放棄） 
◇「公務外の米軍構成員等が起こした事件・事故等であっても、当事者間での解決が困難

な場合で、被害者への損害賠償額が満たされないときには、日米両国政府の責任におい
て補償が受けられるようにすること」 

◇「米国の当局は、日本国の裁判所の命令がある場合、米軍構成員又は軍属に支払うべき
給料等を差し押さえて、日本国の当局に引き渡さなければならないこと」 

⑦ 地元意見の聴取に係る仕組みの新設 【要望先：外務省・防衛省】 

基地が所在する地方公共団体では、航空機による事故や騒音、部隊

の再編等に伴う生活環境への影響など、基地に起因する様々な問題が

発生している。こうした問題解決のためには、地元地方公共団体の意

向を聴取し、その意向を反映できる仕組みが不可欠であることから、

新たに規定を設けること。 

（第 25 条関係、合同委員会） 

◇「基地の運用等に関して地元地方公共団体の意見を聴取し、その意向を尊重するととも
に、日米合同委員会の中に基地を有する地方公共団体の代表者の参加する地域特別委員
会を設置すること」 

 

３ 国による財政的措置等の新設・拡充 

今日の多様化した住民ニーズや、長年にわたって生活環境の改善を求

めてきた基地周辺住民の切実な願いに応え、また、基地対策に関する経

費が地元に転嫁されることによって各地方公共団体の財政の圧迫をもた

らさないよう、地方公共団体の意向を踏まえ新たな制度の創設を含め適
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正な措置を講ずること。 

 

①  基地交付金等の増額等 【要望先：総務省・財務省・防衛省】 

固定資産税や住民税の代替措置である基地交付金、調整交付金を充

実するとともに、基地に起因する騒音等の障害、民生安定等のための

十分な予算措置を講ずること。 

 

②  地域振興策の新設・拡充 【要望先：財務省・防衛省】 

過大な基地負担の現状を踏まえ、財政的支援を含む地域振興に係る

各種支援策を講ずること。 

 

③  基地跡地の返還に係る支援 【要望先：外務省・財務省・防衛省】 

基地返還後の国有地の利用に際しては、できる限り地元に負担が

かかることのないよう適切な措置を講ずるとともに、地元の意向を

尊重し、必要な支援策を講ずること。 

 

④  駐留軍等労働者対策及び離職者対策の拡充・強化 

 【要望先：外務省・厚生労働省・防衛省】 

日本側が労務費を負担している実態を踏まえ、適切な労務管理を図

ること。 

また、国による離職者対策を充実し、地方公共団体に負担が生じな

いよう措置すること。 

また、米軍再編にあたっては、駐留軍等労働者への影響が最小限に

なるような雇用対策をできる限り早期に提示し、駐留軍等労働者に雇

用不安を与えることのないよう努めること。 
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⑤  環境汚染対策費の新設  【要望先：財務省・環境省・防衛省】 

基地と関係する蓋然性が高いと地方公共団体が判断した環境汚染に

対しては、日米で連携し原因究明に努め、必要に応じて原因に即した

対策を講じるとともに、原因が明らかになるまでの間も、地方公共団

体が実施する対策に要する費用を国が負担すること。 
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〔関連する個別要望項目〕 

 

 

１ 基地の整理、縮小及び早期返還の促進 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

外務省 基地返還等の促進 １９ 

基地返還交渉過程等の公表 １９ 

基地の動向等に関する情報の事前提供と協議 １９ 

防衛省 基地返還等の促進 １９ 

基地返還交渉過程等の公表 １９ 

基地の動向等に関する情報の事前提供と協議 １９ 

 

２ 日米地位協定の改定 

①  基地使用の可視化 （別冊） 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

外務省 第２条関係、施設・区域の提供等 ５ 

第３条関係、施設・区域に関する措置 ６ 

第 25 条関係、合同委員会 １４ 

防衛省 第２条関係、施設・区域の提供等 ５ 

第３条関係、施設・区域に関する措置 ６ 

第 25 条関係、合同委員会 １４ 
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②  環境条項の新設  （別冊） 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

外務省 第３条関係、施設・区域に関する措置 ６ 

第４条関係、施設の返還 ８ 

財務省 第４条関係、施設の返還 ８ 

環境省 第３条関係、施設・区域に関する措置 ６ 

第４条関係、施設の返還 ８ 

防衛省 第３条関係、施設・区域に関する措置 ６ 

第４条関係、施設の返還 ８ 

③  騒音軽減及び飛行運用の制限等に係る条項の新設 （別冊） 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

外務省 航空機の騒音軽減措置、飛行運用関係 １６ 

国土交通省 航空機の騒音軽減措置、飛行運用関係 １６ 

防衛省 航空機の騒音軽減措置、飛行運用関係 １６ 

④  国内法適用の拡充 （別冊） 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

外務省 第５条関係、入港料・着陸料の免除 ９ 

第９条関係、米軍構成員等の地位 ９ 

第 16 条関係、日本法令の尊重義務 １０ 

厚生労働省 第９条関係、米軍構成員等の地位 ９ 

国土交通省 第 16 条関係、日本法令の尊重義務 １０ 

環境省 第 16 条関係、日本法令の尊重義務 １０ 
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省 庁 名 項     目     名 ページ 

防衛省 第５条関係、入港料・着陸料の免除 ９ 

第９条関係、米軍構成員等の地位 ９ 

第 16 条関係、日本法令の尊重義務 １０ 

⑤  基地内の安全管理及び基地の外における活動の制限に関する条項の新設 

（別冊） 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

外務省 第 23 条関係、安全確保のための措置 １４ 

第 25 条関係、合同委員会 １４ 

防衛省 第 23 条関係、安全確保のための措置 １４ 

第 25 条関係、合同委員会 １４ 

⑥  米軍、米軍構成員等による事件・事故の防止と措置の充実 （別冊） 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

内閣府 第３条関係、施設・区域に関する措置 ８ 

外務省 第３条関係、施設・区域に関する措置 ８ 

米軍構成員等による事件・事故の防止に係る条項の新設 １７ 

第 17 条関係、裁判権 １１ 

第 17 条関係、裁判権 １２ 

第 18 条関係、請求権の放棄 １２ 

第 18 条関係、請求権の放棄 １３ 

環境省 第３条関係、施設・区域に関する措置 ８ 

防衛省 第３条関係、施設・区域に関する措置 ８ 

米軍構成員等による事件・事故の防止に係る条項の新設 １７ 

第 17 条関係、裁判権 １１ 



- 12 - 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

防衛省 第 17 条関係、裁判権 １２ 

第 18 条関係、請求権の放棄 １２ 

第 18 条関係、請求権の放棄 １３ 

⑦  地元意見の聴取に係る仕組みの新設 （別冊） 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

外務省 第 25 条関係、合同委員会 １４ 

防衛省 第 25 条関係、合同委員会 １４ 

 

３ 国による財政的措置等の新設・拡充 

①  基地交付金等の増額等 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

総務省 基地交付金固定資産税相当額の交付 ３１ 

資産評価の適正化 ３２ 

調整交付金の増額 ３２ 

財務省 障害防止工事等予算の増額 ２４ 

 地元負担の軽減 ２４ 

 申請工事の完全採択・基準の緩和 ２４ 

 補助対象の拡大・事業の質的向上 ２４ 

財産処分の弾力化 ２５ 

 防音工事対象施設等の拡大 ２５ 

 住宅防音工事等待機世帯の解消 ２５ 

 防音工事対象区域等の拡大 ２５ 

 住宅防音工事区域指定値の見直し ２６ 
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省 庁 名 項     目     名 ページ 

財務省 防音工事区域指定・変更にあたっての地元意向の尊重等 ２６ 

防音施設維持管理費の全額国庫負担 ２６ 

 航空機騒音に対する国の措置 ２７ 

 国による実態調査の実施等 ２７ 

 騒音調査に対する助成措置 ２７ 

 受信料助成区域の拡大等 ２７ 

 移転補償費の引上げ等 ２８ 

 移転先地における公共施設の整備 ２８ 

 移転補償対象区域の見直し ２８ 

 基地の実態を踏まえた移転補償制度の創設 ２８ 

 農・漁業被害の適正補償 ２８ 

 集団移転の地元負担の軽減 ２９ 

 移転補償対象の拡大 ２９ 

 交付対象の拡大 ２９ 

 交付金の増額等 ２９ 

 原子力災害対策に係る交付金の増額等 ２９ 

 一括配分等への配慮 ３０ 

 基地対策従事職員に係る人件費の国庫負担等 ３０ 

 演習場等の賃借料の増額 ３０ 

 「沖縄県道１０４号線越え実弾射撃訓練の分散・実施」に

係る住宅防音工事の早期完了 

３０ 

 艦船入港時における地方公共団体への財政的支援 ３１ 

 米軍艦船の騒音に対する国の措置 ３１ 
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省 庁 名 項     目     名 ページ 

財務省 基地交付金固定資産税相当額の交付 ３１ 

 資産評価の適正化 ３２ 

 調整交付金の増額 ３２ 

防衛省 障害防止工事等予算の増額 ２４ 

 地元負担の軽減 ２４ 

 申請工事の完全採択・基準の緩和 ２４ 

 補助対象の拡大・事業の質的向上 ２４ 

財産処分の弾力化 ２５ 

 防音工事対象施設等の拡大 ２５ 

 住宅防音工事等待機世帯の解消 ２５ 

 防音工事対象区域等の拡大 ２５ 

 住宅防音工事区域指定値の見直し ２６ 

 防音工事区域指定・変更にあたっての地元意向の尊重等 ２６ 

 防音施設維持管理費の全額国庫負担 ２６ 

 航空機騒音に対する国の措置 ２７ 

 国による実態調査の実施等 ２７ 

 騒音調査に対する助成措置 ２７ 

 受信料助成区域の拡大等 ２７ 

 移転補償費の引上げ等 ２８ 

 移転先地における公共施設の整備 ２８ 

 移転補償対象区域の見直し ２８ 

 基地の実態を踏まえた移転補償制度の創設 ２８ 

 農・漁業被害の適正補償 ２８ 
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省 庁 名 項     目     名 ページ 

防衛省 集団移転の地元負担の軽減 ２９ 

移転補償対象の拡大 ２９ 

 交付対象の拡大 ２９ 

 交付金の増額等 ２９ 

 原子力災害対策に係る交付金の増額等 ２９ 

 一括配分等への配慮 ３０ 

 基地対策従事職員に係る人件費の国庫負担等 ３０ 

 演習場等の賃借料の増額 ３０ 

 「沖縄県道１０４号線越え実弾射撃訓練の分散・実施」に

係る住宅防音工事の早期完了 

３０ 

 艦船入港時における地方公共団体への財政的支援 ３１ 

 米軍艦船の騒音に対する国の措置 ３１ 

②  地域振興策の新設・拡充 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

総務省 米軍人・軍属に係る普通交付税の適切な措置 ３４ 

財務省 過大な基地負担を踏まえた地域振興策の新設・拡充 ３３ 

再編交付金の拡充 ３３ 

再編関連訓練移転等交付金の適正な予算措置 ３４ 

米軍人・軍属に係る普通交付税の適切な措置 ３４ 

防衛省 過大な基地負担を踏まえた地域振興策の新設・拡充 ３３ 

再編交付金の拡充 ３３ 

再編関連訓練移転等交付金の適正な予算措置 ３４ 

米軍人・軍属に係る普通交付税の適切な措置 ３４ 
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③  基地跡地の返還に係る支援 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

外務省 基地返還経費の確保 １９ 

財務省 低廉な価格による国有地処分 ２０ 

基地跡地利用の支援 ２１ 

基地跡地の有効利用等 ２１ 

上下水道整備事業の援助制度の確立 ２２ 

防衛省 基地返還経費の確保 １９ 

低廉な価格による国有地処分 ２０ 

基地跡地利用の支援 ２１ 

基地跡地の有効利用等 ２１ 

上下水道整備事業の援助制度の確立 ２２ 

④  駐留軍等労働者対策及び離職者対策の拡充・強化 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

外務省 駐留軍等労働者対策 ３４ 

厚生労働省 離職者対策の充実 ３５ 

防衛省 駐留軍等労働者対策 ３４ 

離職者対策の充実 ３５ 

地方離職者対策（福祉）センターに対する支援 ３５ 
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⑤  環境汚染対策費の新設                    （別冊） 

省 庁 名 項     目     名 ページ 

財務省 健康調査の実施及び地方公共団体による環境調査等への協

力 

２２ 

環境省 健康調査の実施及び地方公共団体による環境調査等への協

力 

２２ 

防衛省 健康調査の実施及び地方公共団体による環境調査等への協

力 

２２ 
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１ 基地の整理、縮小と早期返還の促進及び基地跡地利用に係る要望 

(1)  基地の整理、縮小及び早期返還の促進 

 【要望先：外務省・防衛省】 

＜基地返還等の促進＞ 

ア 基地の整理、縮小及び早期返還については、その基地ごとに必

要性、使用状況、基地に起因する危険性、基地周辺の実情等を総

点検し、地元要望を尊重の上、積極的に促進すること。 

 

＜公共事業の実施に伴う基地返還等に対する支援＞ 

イ 地方公共団体が道路や河川等を整備する公共事業の実施にあた

り、基地の一部返還等が必要な場合は、米側との調整を積極的に

行う等、事業の円滑な実施のため最大限の支援を行うこと。 

 

＜基地返還経費の確保＞ 

ウ 返還等にあたっての経費を地方公共団体に転嫁することのない

よう、十分に確保すること。 

 

＜基地返還交渉過程等の公表＞ 

エ 地元の求めに応じて、返還交渉の内容、過程等を明らかにする

こと。 

 

(2) 基地の動向等に関する情報の事前提供と協議 

 【要望先：外務省・防衛省】 

 基地の機能変更、閉鎖、移転、返還等は、地元地方公共団体にと

って極めて重大な問題であるので、それらの検討を進めるにあたっ
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ては、地元の意向が尊重されるよう、あらかじめ関係する地方公共

団体に情報提供と協議を行うこと。 

また、我が国を取りまく情勢についても可能な限り、情報を提供

すること。 

 

(3) 基地跡地の利用及び管理 【要望先：財務省・防衛省】 

＜返還国有地利用の地元意向の尊重＞ 

ア 返還後の国有地の利用については、地方公共団体の利用計画及

び意向を尊重し、地元住民の福祉を最優先とすること。 

 

＜低廉な価格による国有地処分＞ 

イ 返還後の国有地の処分価格については、時価とせず、極力低廉

な価格とすること。 

なお、地方公共団体が公園、緑地の整備等を計画している場合

は、国有財産法上可能な無償貸付とすること。 

 

＜国有財産処分制度の改善等＞ 

 【要望先：総務省・財務省・防衛省】 

ウ 大規模返還財産の処分にあたっては、国有財産処分制度の改善

を図るとともに、長期低利な資金の手当等特別の財政措置を講ず

ること。 

 

＜大規模返還財産の留保地利用＞ 

エ 返還後の留保地の利用・処分については、地元地方公共団体で留

保地周辺の「まちづくり」を計画的に進めていることから、地方公

共団体の利用計画及び意向を最大限に尊重すること。 
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＜適切な基地跡地管理＞ 

オ 基地跡地については、現存する施設及び廃棄物等についての情

報を提供すること。 

地方公共団体の求めに応じて、障害物件の撤去及び環境の整備

を図るとともに、基地跡地の管理に万全を期し、犯罪、火災、災

害及び環境汚染等（ 病害虫の発生を含む ）の発生源にならない

よう対処すること。 

   

＜未処分国有地の仮使用措置＞ 

カ 未処分国有地については、公園、駐車場等として仮使用できる

よう措置すること。 

 

＜基地跡地利用の支援＞ 

キ 基地の返還にあたっては、返還跡地の有効利用の促進を図るた

め、地方公共団体が作成する諸計画に基づく諸事業が円滑に実施

されるよう行財政上の支援措置を講ずること。 

 

＜基地跡地の有効利用等＞ 

ク 基地跡地については、地元住民が利用できる施設として整備す

るなど、有効利用と適正な管理を図ること。 

また、基地跡地の地方公共団体による無償使用にあたっては、

地元の実情に即した利用ができるよう、十分に配慮すること。 
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＜上下水道整備事業の援助制度の確立＞ 

ケ 基地跡地利用に際して、地方公共団体が行う上下水道等公共施

設の整備事業については、特別財政援助制度を早期に確立するこ

と。 
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２  日米地位協定の改定に係る要望 

（詳細は別冊） 

３ 日米地位協定の運用改善に係る要望 

（詳細は別冊） 

４ 日米地位協定の補足協定に係る要望 

（詳細は別冊） 
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５ ｢防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律｣等に係る要望 

(1) 法の運用 【要望先：財務省・防衛省】 

＜法の運用にあたっての地元意向への配慮＞ 

法の運用にあたっては、地元地方公共団体の意向が十分反映され

るよう配慮すること｡ 

 

(2) 予算の増額と補助対象の拡大 【要望先：財務省・防衛省】 

＜障害防止工事等予算の増額＞ 

ア 障害防止工事、民生安定事業等に関する予算を増額し、申請事務

の簡素化及び早期交付を行うとともに、事業費全額を国庫で負担す

ること。 

 

＜地元負担の軽減＞ 

イ 補助対象施設の維持管理費及び施設の更新、改良等についても補

助対象とし、地元地方公共団体等の負担の一層の軽減を図ること。 

 

＜申請工事の完全採択・基準の緩和＞ 

ウ 障害防止工事、民生安定事業における申請事業の完全採択及び

地域の騒音被害の実態を考慮した採択基準の緩和を図ること。 

 

＜補助対象の拡大・事業の質的向上＞ 

エ 同法施行令第１４条に掲げる公共用の施設等を民生安定事業の

補助対象とするなど、時代の変化に即応した対象範囲の拡大と、

その実現のための法令改正を行うこと。 

また、周囲の景観や文化的側面にも配慮するなど、事業の質的

向上を図ること。 
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＜財産処分の弾力化＞ 

オ 補助金等の交付を受けて取得し、又は効用の増加した財産の処分

手続等については、社会経済情勢の変化への対応や、既存ストック

の効率的な活用の観点から、一層の弾力化を図ること。 

 

(3) 騒音対策の強化 【要望先：財務省・防衛省】 

＜防音工事対象施設等の拡大＞ 

ア  防音工事に係る補助対象施設を事務所、店舗等に拡大すること。 

なお、運用上、一部補助対象施設と認められている認可外保育施

設については、その全てを補助対象施設とすること。 

また、随時、騒音調査を行い、砲射撃演習等の騒音に関する住

宅防音工事対象区域の拡大と予算の十分な確保に努めること。 

 

＜住宅防音工事等待機世帯の解消＞ 

イ 住宅防音工事の希望者に対して早期に工事が完了するよう十分な

予算の確保に努めること。 

また、空気調和機器機能復旧工事や高齢者、乳幼児、障害者の居

住する住宅の防音工事は優先的に実施すること。 

 

＜防音工事対象区域等の拡大＞ 

ウ 住宅防音工事については、対象区域の拡大（周回飛行コース下

等）及び全室施工を図るとともに、環境基準達成を目的とした年

次計画をたてて、早急に実施完了するよう努力すること。 

また、区域指定後の新築・増改築住宅や防音工事実施済住宅の

建て替えに伴う防音工事の再補助（建て替え防音工事）について
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も、制度の拡充と十分な予算の確保に努めること。 

 

＜住宅防音工事区域指定値の見直し＞ 

エ 第一種区域に係る指定値を、６２デシベル（Ｌｄｅｎ値）から

航空機騒音の環境基準５７デシベル（Ｌｄｅｎ値）に改めるこ

と。 

 

＜防音工事区域指定・変更にあたっての地元意向の尊重等＞ 

オ 住宅防音工事区域の指定・変更にあたっては、騒音被害の実

態、飛行訓練等の時期的な集中の度合い、住宅の分布状況、地形

等を考慮し、特に区画については、地元地方公共団体及び地元住

民の意向を十分に尊重のうえ対処すること。 

また、第一種区域内は全て第Ⅰ工法とするなど防音工事施工基

準の改善及び工事費の限度額の引上げを図ること。 

なお、米軍飛行場の運用の変更等により騒音状況に悪化が認め

られる場合は、早急に住宅防音工事区域の指定・変更を実施する

こと。 

 

＜防音施設維持管理費の全額国庫負担＞ 

カ 住宅及び義務教育施設等（工事種別を問わない。）の防音施設に

係る維持管理費（光熱費）、耐用年数を経過した空調機器の更新並

びに一定の年月を経過し老朽化が著しく、防音効果が低下した建具

等の更新についても全額国庫負担とすること。 

特に、生活保護世帯については、さらに充実すること。 
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＜航空機騒音に対する国の措置＞ 

キ 航空機騒音に関して、次の措置を講ずること｡ 

・ 国における基地周辺の常時騒音測定機器の増設及び低空飛行訓

練による住民からの苦情が多い地域への騒音測定器等設置によ

る調査体制の整備及び測定データの公表 

・ 国における電話機の増設、人員の確保、電子メールでの対応等

苦情処理体制の充実及び苦情対応窓口の周知 

・ 地元地方公共団体の苦情処理に対する助成 

 

＜国による実態調査の実施等＞ 

ク 航空機騒音の周辺住民に与える影響について、早急に国による実

態調査を実施し、調査方法及び調査結果を速やかに公表すること。 

また､ その結果、受忍限度を超える騒音被害がある場合は、早

急に改善を図るとともに、騒音被害が軽減されるまでの間、当該

調査結果をもとに、地域の実情を踏まえた交付金制度を創設する

こと。 

 

＜騒音調査に対する助成措置＞ 

ケ 地方公共団体が実施する航空機騒音対策のための騒音調査につ

いて、測定機器の整備費・保守管理費・更新に係る経費及び測定

に要する経費に対する助成措置を講ずること。 

 

＜受信料助成区域の拡大等＞ 

コ NHK 放送受信料の助成については、航空機騒音による視聴障害の

実態や住宅防音工事の効果等を調査し、適正な助成措置を講ずる
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とともに、助成を終了又は減額する場合は、対象となる住民に対

し丁寧な説明を行い理解を得たうえで実施すること。また、電話

通信料の助成措置を講ずること。 

 

(4) 移転補償等の充実、強化     【要望先：財務省・防衛省】 

＜移転補償費の引上げ等＞ 

ア 移転補償を代替地の取得可能な価格に引き上げるとともに、移

転先の斡旋、移転に伴う損失補償、その他移転促進について、適

切な方途を講じ移転補償費の早期支払いを図ること。 

 

＜移転先地における公共施設の整備＞ 

イ 移転先地における公共施設の整備については、対象施設を拡大

するとともに、全額国庫負担とすること。 

 

＜移転補償対象区域の見直し＞ 

ウ 移転補償の対象区域を騒音被害の実態に即応させるよう対象区

域の見直しを図ること。 

 

＜基地の実態を踏まえた移転補償制度の創設＞ 

エ 基地の実態を踏まえ、事故発生の危険性など騒音被害以外の要

素を考慮した移転補償制度を新たに創設すること。 

 

＜農・漁業被害の適正補償＞ 

オ 農・漁業被害補償の実態を調査し、適正な補償を図ること。 
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＜集団移転の地元負担の軽減＞ 

カ 集団移転の際には、地元負担軽減のため、特別の財源措置を講

ずること。 

 

＜移転補償対象の拡大＞ 

キ 移転補償の対象範囲を拡大し、告示後の住宅についても対象と

すること。 

 

(5) 特定防衛施設周辺整備調整交付金の増額 

 【要望先：財務省・防衛省】 

＜交付対象の拡大＞ 

ア 法第９条に基づき特定防衛施設として指定することができる防衛

施設に「防衛施設が所在する市町村の都市形成に著しく支障を与え

る施設」を追加するなど対象施設を拡大するとともに、告示により

指定される特定防衛施設関連市町村には基地所在市町村のみなら

ず、基地周辺市町村を加えている例があるので、米軍機の訓練空域

下を含め広く基地周辺市町村の実情を勘案し、対象範囲を広げるこ

と。 

 

＜交付金の増額等＞ 

イ 交付金の増額を図るとともに、手続きの簡素化を図ること。 

 

＜原子力災害対策に係る交付金の増額等＞ 

ウ 原子力艦の原子力災害対策を行う、都道府県を含めた地方公共

団体を新たに交付の対象とするとともに、施設整備に限らず当該
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地方公共団体が行う原子力災害対策全般を交付金の対象とするこ

と。 

なお、その際、既存の交付市町村への交付額が減少しないよう

配慮すること。 

 

＜一括配分等への配慮＞ 

エ 対象事業の決定及び交付時期については、積雪寒冷地等地域の

実情も考慮して、早期内示、早期交付及び一括配分に配慮するこ

と。 

 

(6) 基地対策従事職員に係る人件費の国庫負担等 

 【要望先：財務省・防衛省】 

基地所在に伴う各種障害防止対策、民生安定対策等基地対策に従

事する職員の人件費についても財政援助をすること。 

また、施設区域取得等事務地方公共団体委託費の増額を図るこ

と。 

 

(7) 演習場等の賃借料の増額 【要望先：財務省・防衛省】 

演習場等基地周辺地域の進展や、地域の実情に十分配慮し、適正

な賃借料を確保すること。 

 

(8) 「沖縄県道１０４号線越え実弾射撃訓練の分散・実施」に係る住宅

防音工事の早期完了 【要望先：財務省・防衛省】 

「沖縄県道１０４号線越え実弾射撃訓練の分散・実施」に係る砲撃

音の住宅防音工事については、予算の十分な確保に努め、指定区域内
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の住宅防音工事を早期に完了すること。 

また、随時、騒音調査を行い、必要に応じて指定区域の見直しを

行うなど、区域の適正化に努めること。 

 

(9) 艦船入港時における地方公共団体への財政的支援 

 【要望先：財務省・防衛省】 

米軍の艦船及び米軍に徴用された民間船舶が港湾に出入りする場

合において、地方公共団体が安全確保のために講ずる対策に要する

経費について、財政措置を講ずること。 

 

(10) 米軍艦船の騒音に対する国の措置  【要望先：財務省・防衛省】 

米軍の艦船による騒音対策について、国において騒音調査を実施

するとともに、地方公共団体が実施する騒音測定に要する経費に対

する助成措置を講ずること。 

 

６ 基地交付金（国有提供施設等所在市町村助成交付金）及び調整交付

金（施設等所在市町村調整交付金）等に係る要望 

(1) 基地交付金 【要望先：総務省・財務省】 

ア 次により基地交付金予算総額の増額を図ること。 

＜基地交付金固定資産税相当額の交付＞ 

(ｱ) 基地交付金の有する固定資産税の代替的性格を考慮し、対象

資産に対する固定資産税相当額を交付すること。 

 

 

 



 

- 32 - 

＜資産評価の適正化＞ 

(ｲ) 国有財産台帳価格の評価替えについて、近傍類似地域との格

差を是正するなど資産評価を適正なものとすること。 

 

＜事実上の提供地の対象資産化＞ 

(ｳ) 飛行場周辺の買上げ国有地、自衛隊の施設・財産のうち現在

対象外となっている施設、固定された状態での使用を常態とす

る機器等の財産、事実上米軍に提供されている状況にある財産

を対象資産とすること。 

 

イ 基地交付金の配分にあたっては、次のことに配慮すること。 

＜制限水域の準対象資産化＞ 

(ｱ) 一般船舶の運航、港湾施設の使用等に制約を受ける米軍の制

限水域を対象資産に準じた扱いとすること。 

 

＜政令控除の廃止＞ 

(ｲ) 国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する法律施行令第

３条第２項のいわゆる「政令控除」の規定を廃止すること。 

 

(2) 調整交付金 【要望先：総務省・財務省】 

＜調整交付金の増額＞ 

ア 次により調整交付金予算総額の増額を図ること。 

(ｱ) 米軍資産に対する固定資産税相当額を交付すること。 

(ｲ) 現在対象外となっている施設、固定された状態での使用を常態

とする機器等の財産を対象資産とすること。 
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(ｳ) 地位協定の実施に伴う地方税の非課税分についても全額補て

んするよう措置すること。 

(ｴ) 概算要求基準において、基地交付金と同様の取扱いをするこ

と。 

 

＜調整交付金の算定根拠の明確化＞ 

イ 米軍資産の価格、配分率等調整交付金の算定根拠を明確にする

こと。 

 

(3) 地域振興策の新設・拡充     【要望先：財務省・防衛省】 

＜過大な基地負担を踏まえた地域振興策の新設・拡充＞ 

ア 過大な基地負担の現状を踏まえ、財政的支援を含む地域振興に係

る各種支援策を新設・拡充すること。 

  特に、港湾においては、水域利用の制限等により、船舶の航行を

はじめとする港湾施設の利用や整備、漁業活動、商港としての機能

などに支障をきたしており、また、返還予定地においては、返還が

長期間進まず、土地の有効活用に影響が生じている点に十分に配慮

すること。 

 

＜再編交付金の拡充＞ 

イ 駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特別措置法に基づき、再

編交付金が交付されている、又は過去に交付されていた基地周辺

自治体の実情に応じ、今後、交付金制度の拡充を図ること。 
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＜再編関連訓練移転等交付金の適正な予算措置＞ 

ウ 訓練移転等が実施される再編関連特定防衛施設の周辺地域の実

情に応じた再編関連訓練移転等交付金について、引き続き適正な

予算措置を講ずること。 

 

(4) 交付税措置       【要望先：総務省・財務省・防衛省】 

＜米軍人・軍属に係る普通交付税の適切な措置＞ 

米軍人等が居住する市町村における財政需要（消防、清掃等）に

ついては普通交付税措置されているが、実態に沿った数値を用いて

算出するために、普通交付税の単位費用に用いる米軍人等の人口

を、対象自治体に毎年提示し、適切に普通交付税に反映すること。 

 

７ 駐留軍等労働者対策及び離職者対策に係る要望 

(1) 駐留軍等労働者対策 【要望先：外務省・防衛省】 

日本側が労務費を負担している実態を踏まえ、日本側の労働条件

等決定権限の強化に努め、基地の再編・返還等により駐留軍等労働

者に雇用不安を与えることや、労働条件の低下等に繋がることのな

いよう適切な労務管理を図ること。 

また、労働条件の向上を図るとともに、労働法令に則った労働安

全衛生や地震・津波など大規模災害時の安全確保が円滑に図られる

よう努めること。 

併せて、米軍基地内で新興感染症が大規模に拡大した場合等につ

いては、駐留軍等労働者の感染防止対策に万全を期すこと。 

加えて、駐留軍等労働者が勤務中に基地外で武器を携帯すること

がないよう、また国内法令に照らして疑義が生じることがないよう
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万全を期すこと。 

 

(2) 離職者対策の充実 【要望先：厚生労働省・防衛省】 

離職者対策については基本的に雇用主として国に責任があること

を明確にし、基地の返還や整理・縮小等があった場合も含め、駐留

軍等労働者本人の意向に配慮した継続雇用や配置転換等に取り組む

とともに、在職中の職業訓練に十分な期間を確保する等各種援護措

置の充実はもとより、地方駐留軍関係離職者等対策協議会の設置、

運営を都道府県労働局が行うこととするなど離職者対策等の諸制度

を見直すこと。 

 

(3) 地方離職者対策（福祉）センターに対する支援 

 【要望先：防衛省】 

地方離職者対策（福祉）センターにおける駐留軍等労働者の離職

者対策等に対する国の支援強化を図ること。 

また、地方公共団体の負担が生じないよう国が責任をもって同セ

ンターを支援すること。 

 

８ 重要影響事態安全確保法、自衛隊法等の運用に係る要望 

(1) 協力要請の際の適時・的確な情報提供等 

 【要望先：内閣官房・総務省・外務省・防衛省】 

重要影響事態安全確保法第９条に基づく協力要請の際には、適時・

的確に情報提供するとともに、地方公共団体の意向を十分尊重するこ

と。 

 



 

- 36 - 

(2) 自衛隊法に基づく警護出動にあたっての知事の意見尊重及び情報提供

 【要望先：内閣官房・防衛省】 

自衛隊法に基づく警護出動の際の関係都道府県知事への意見聴取に

あたっては、当該知事が責任ある意見を表明できるよう十分な情報を

提供するとともに、その意見を尊重すること。 

 

(3) 平和安全法制の整備に伴う情報提供 

 【要望先：内閣官房・総務省・外務省・防衛省】 

平成２８年３月に施行された平和安全法制関連法については、基地

や地元に影響を及ぼす内容があれば、適切に情報提供すること。 

 

(4) 重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び

利用の規制等に関する法律に関する情報提供 

【要望先：内閣府・防衛省】 

令和４年９月に全面施行された、重要施設周辺及び国境離島等にお

ける土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律に基づく

各種規制措置に関する情報及び同法の運用等に関する情報について、

地元自治体に適時適切に情報提供を行うこと。 

 

９ 災害準備及び災害対応に関する要望 

(1) 災害時の相互応援     【要望先：内閣府・外務省・防衛省】 

災害時における在日米軍との相互応援が実施できるよう、必要な措

置を講ずること。 

また、それまでの間、災害発生時の相互応援、広域避難場所の指定

等について、基地司令官と地方公共団体との協定の締結が円滑かつ速
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やかに行われるよう支援すること。 

自然災害などが発生した場合に地方公共団体と米軍が相互応援を

行うことは人道的見地から必要であると考えており、地方公共団体

と基地が相互応援できるよう、日米両国政府間で包括協定を締結す

るなど、仕組みづくりを進めることが必要と考えます。 

 

(2) 災害時の米軍への支援要請 

【要望先：内閣府・総務省・外務省・防衛省】 

災害時に米軍に対して速やかに支援を要請できるよう、国と米軍と

の連携の枠組みを確立し、その中に地方公共団体を明確に位置づける

こと。 

平成２７年４月に日米両国政府で了承された「日米防衛協力のた

めの指針」（新ガイドライン）には「日本における大規模災害への

対処における協力」が盛り込まれましたが、同年１１月に設置され

た「同盟調整メカニズム」は、必ずしも地方公共団体が直接関与で 

きる仕組みにはなっておりません。災害時に米軍に対して速やかに

支援を要請できるよう、支援要請ルート等を含めた国家間レベルの

連絡調整の枠組みに加え、地方公共団体から国・米軍への具体的な

支援要請手順を明確にする必要があると考えます。 

地方公共団体からの支援要請手順の策定にあたっては、事前に地

方公共団体への情報提供や意見交換を行うなど、地方公共団体の意

向を十分尊重し、実効性のある内容とすべきです。 
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(3) 基地の災害時の活動拠点としての使用促進 

【要望先：内閣府・総務省・外務省・防衛省】 

災害時の被害を最小限に抑えるため、基地を広域輸送などの活動拠

点として位置づけるとともに、災害時に直ちに地方公共団体が基地を

有効に使用できるよう必要な措置を講ずること。 

基地を災害時の活動拠点として使用するにあたっては、平成１９

年４月に「災害準備及び災害対応のための在日米軍の施設及び区域

への限定された立入りについての日米合同委員会覚書」が締結され

ましたが、地方公共団体が個別の基地を実際に使用していくために

は、地方公共団体が同覚書に基づき現地実施協定を締結しかつ円滑

に運用するための支援など、国のさらなる対応が必要です。 

 

10 新興感染症に関する要望 

【要望先：外務省・厚生労働省・防衛省】 

新興感染症について、感染状況等の変化に応じ、地域の不安を払拭

する実効性のある対策を講じるため、我が国の措置と整合的な水際対

策の徹底や基地内での感染防止対策の徹底、検査・医療提供体制の確

保・充実及びゲノム解析の実施や変異株の検出状況等の病原体情報の

提供等について継続的な確認や働きかけを行うとともに、関係地方公

共団体へ迅速かつ適切に情報提供を行うこと。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の際、地元地方公共団

体に十分な情報提供が行われなかった事例があったことを踏まえ、国

内法を適用し、感染症法に基づく発生届を義務づけるなど、全ての米

軍人等の感染状況について確実に情報提供を行うこと。 

さらに、日米合同委員会の下に設置された検疫・保健分科委員会の

協議内容を公表すること。 


